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中央教育審議会教育振興基本計画部会 

『第２期教育振興基本計画について（審議経過報告）』への意見具申 

 

日本私立大学団体連合会 

日 本 私 立 短 期 大 学 協 会 

日本私立高等専門学校協会 

平 成 ２ ４ 年 ９ 月 ２ ４ 日 

 

 本会は、中央教育審議会教育振興基本計画部会（以下「部会」という。）が、向こ

う５年間の「国の大本」となる第２期教育振興基本計画の策定に向けた「審議経過報

告」のとりまとめに当たり意見表明を行ってきたところである。これらの意見を踏ま

えた貴部会のご努力を多とし、敬意を表するものである。しかしながら、事案の性格

に鑑み、一層強調すべき点、さらに議論を深化させ具体提案を必要とすると考えられ

る点など、さらに審議を深められるよう切望し、以下の諸点について意見具申を行う

ものである。 

 

１．次代に日本人の「魂」（高貴な精神）を受け継ぐ教育の重要性 

「前文」において、以下の視点を踏まえた「教育の重要性」を再認識するため

の記述がさらに必要である。 

 

〇 わが国は「失われた20年」と呼ばれる経済の停滞期を経験するなど、解決す

べき様々な課題が山積している。しかしそうした中にあって、英ＢＢＣ放送が

22ヵ国で実施した国際社会に影響を及ぼす16カ国と欧州連合（ＥＵ）への評価

に関する世論調査結果によると、日本は「世界に良い影響を与えている国」と

して１位となっている1。その背景には、東日本大震災を契機として明らかになっ

た国民が有する自然への畏敬の念、共同体への帰属意識、社会への礼節、個人の

修養を重んじる風土、実直で勤勉な国民性があると考えられる。これらを形成し、

素養を有する人材の育成は、家庭、学校、地域社会等を通じてわが国において連

綿と受け継がれてきた教育の成果にあることを忘れてはならない。成熟社会、高

度情報社会、グローバル社会といわれる今日、これらの美徳、崇高な精神の継

承・深化こそ、日本人の教育において求められるべき基本的命題と考える。この

点について記述の強化を求めたい。 

 

〇 第２期教育振興基本計画は、同計画の対象である平成25年から５年間に人格

形成の大切な時期を学生たちをも対象とした計画であり、この間の教育国家戦

略は、その学生たちが社会を担う15～20年後の高度知識基盤社会と、日本のあ

り方を左右するものであるという認識と長期的視野で考えられなければならな

い。第２期教育振興基本計画の策定に当たっては、天然資源の乏しいわが国に

あって、教育がわが国の発展にこれまで果たしてきた役割の重要性と、「人

財」という最大の資源であることの全国民による再認識と共有が求められる。 

                         
1 http://www.globescan.com/images/images/pressreleases/bbc2012_country_ratings/2012_bbc_country%20r

ating%20final%20080512.pdf 
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２．東日本大震災からの復興：教育の復興なくして地域の復興と国の再生なし 

「第２部 今後５年間に実施すべき教育上の方策」の「Ⅲ 東日本大震災から

の復旧・復興支援」において、以下の視点を踏まえた記述が必要である。 

 

○ 私立の高等教育機関は、地域における防災や復興の拠点としての役割を担ってお

り、地域の中核的な機関としての支援が必要である。特に、被災地の早期復旧と、

被災前よりもさらなる発展を期す創造的復興の実現という視点に立ち、復興を担う

強い熱意を持った多様で活力に溢れた人材を長期的に輩出することが必要不可欠で

あり、私立大学・短期大学は、その本質的な機能である教育を通じて、そうした人

材の育成に中心的な役割を果たしていくことになる。 

 

○ 学生からの視点では、被災した学生が被災地においても安心して学業を続けるこ

とを可能にする経済支援がこれまでにも増して必要不可欠である。創造的復興に必

要な人材が高等教育を受ける機会を経済的理由によって断念するような事態が避け

られるよう、継続的な支援を行うことが極めて重要である。 

 

 

３．高等教育のユニバーサル化の積極的な評価：その大半を担う私学振興の重要性 

「第１部 我が国における今後の教育の全体像」の「Ⅱ 我が国の教育の現状

と課題、②高等学校進学以降の段階における現状と課題」並びに「第２部 今後

５年間に実施すべき教育上の方策」の「Ⅱ ４つの基本的方向性を支える環境整

備」において、以下の視点を踏まえた記述が必要である。 

 

○ 『日本再生戦略』に「社会の多様な主体が、現在使っているあるいは眠らせて

いる能力や資源を最大限に発揮し、創造的結合によって新たな価値を『共に創る』

ことが必要である」とあるように、多様な主体であり「共に創る」主体となるのは

「人財」である。右肩上がりの経済成長が可能であった時代や環境のもとでは、一

握りのトップ層が全体を引き上げることで経済成長が可能であったという見方もで

きる。しかし、物資やそれを調達する資金、情報がグローバル化した現代社会にお

いては、多様な視座や価値観による共創や創発が必要であり、そのためにはこれま

で以上に厚みのある中間層の潜在能力の集積と集約がわが国の生命線となる。 

 

○ 高等教育の主要機能は、様々な分野のトップ層の養成のみならず、“産業社会と

地域社会に貢献し得る全国民の育成”を目的とした教育の「多様性」と、年齢、

地域や経済力にかかわらず、「いつでもどこでもだれでも」が必要な教育を受け

ることのできる生涯学習環境をつくる「重層性」を前提とした制度設計が必要で

ある旨の記述が求められる。その実現は、『日本再生戦略』が目指す「すべての

人に『居場所』と『出番』があり、全員参加、生涯現役で、各々が『新しい公

共』の担い手となる」社会、「分厚い中間層が復活した」社会としての『共創の

国』の実現にも資することとなる。 
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〇 上記の「多様性」という視点から、先進国をはじめとする多くの国に共通する高

等教育進学率が50％を越える高等教育のユニバーサル化について、日本人の資質・

能力の向上を図り、国際競争において世界の国々と伍していくとともに、知的貢献

を通して世界との協調の実現のためにも、第２期教育振興基本計画の策定に当たっ

ては、そのさらなる上昇を国家戦略として位置づけ、戦略に基づいた高等教育政策

が打ち出されるべきである。 

 

〇 上記の「重層性」という視点から、大学生のうちの25歳以上の平均在籍率がＯＥ

ＣＤ加盟国平均が20％であるのに対し、わが国がわずか２％であるという現状を踏

まえ、学びと就業の往還が可能な循環型生涯学習社会の実現を期して、国民の人生

の様々な段階に応じ、学習環境を体系的に整備することこそが必要である。こうし

た循環型生涯学習社会の実現のためには、現行の社会保障制度や産業界を中心とす

る雇用政策の早期の転換が求められる。 

『審議経過報告』にある生涯学習の実現のためには、政府や社会、各学校段階関

係者による産官学一体となっての人材育成戦略の構築と推進が必要不可欠であるこ

とから、社会システムの一環として「循環型生涯学習社会」の実現を図るための具

体的なアクションにつながる記述を盛り込むべきである。 

 

○ こうした状況において、わが国の高等教育段階の学生の約８割を担う私立学校は、

日本の高等教育における重要な役割を担っており、私立の高等教育機関における教

育研究の充実と、それをわが国の教育政策の中核に位置づけるという高等教育政策

のパラダイムシフトが教育全体の振興にとって決定的に重要である。 

 

○ 「第２部 今後５年間に実施すべき教育上の方策」の「Ⅱ ４つの基本的方向性

を支える環境整備」における「基本政策28：私立学校の振興」の主な取組にかかわ

って、特に私立大学については「建学の精神・特色を生かした教育研究等の活性

化」と「機能別分化の促進」を目的として、「基盤的経費等の一層のメリハリある

配分の実施」を掲げているが、まずその大前提として、私学助成の基盤的経費とし

ての基本的性格を踏まえた上で支援の拡充が確実に実行されなければならない。メ

リハリのつけ方によっては、大学進学率のさらなる上昇の妨げとなり得ることに危

惧の念を抱かずにはいられない。 

 

○ 都市圏以外の地域社会に私立大学等が果たしてきた社会的役割に鑑みるに、当該

地域における大学・短期大学・高等専門学校という高等教育拠点の灯が仮に消え

るようなことがあれば、近年の地域社会の疲弊がより一層深刻なものになること

は想像に難くない。特に都市圏以外の地方振興の観点から、また、大学進学に伴

う国民の経済的負担感が限界に至り、自宅から通学することができる大学等への

進学を切望する層が増えている現状に鑑み、小規模であっても個性や特色をもっ

て地域に密着し、地域の課題を解決する地域コミュニティの中核となる私立の大

学・短期大学の振興に特段の努力を傾けるべきである。 
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４．私学高等教育における教育の質の向上の重要性 

「第２部 今後５年間に実施すべき教育上の方策」の「Ⅱ ４つの基本的方向

性を支える環境整備」において、以下の視点を踏まえた記述が必要である。 

 

○ 私立の高等教育機関は、建学の精神の具現化のために創意工夫・自主性を本領と

して、質の高い教育の提供に努めるとともに、全国各地において様々な改革を実施

してきている。しかしながら、教育研究の一層の質的転換が求められる中で、私立

の高等教育機関は今後とも一層の教育改革の推進を誓っているが、そのためには欧

米並みの国の支援が必要である。 

 

 

５．高等教育に対する公財政支出の飛躍的拡充と具体的な投資目標の設定が必要 

「第１部 我が国における今後の教育の全体像」の「Ⅳ 今後の教育政策の遂

行に当たって特に留意すべき視点、（３）教育投資の在り方」並びに「第２部 

今後５年間に実施すべき教育上の方策」の「Ⅱ ４つの基本的方向性を支える環

境整備」において、以下の視点を踏まえた記述が必要である。 

 

○ 教育投資のあり方については、今後、具体的な考え方や方向性を審議し記載する

とのことであるが、上記「１．」で記した教育の重要性を踏まえ、高等教育機関の

基盤的経費の拡充をはじめ、欧米諸国との比較において遜色のない公財政支出を行

うことを総量的目標として明示するとともに、明確なビジョンを持って、とくに高

等教育に対する公財政支出の目標数値を設定することが必要である。 

 

○ 高等教育経費に占める私費負担、とりわけ家計負担が極めて重く、少子化の要因

となっているとも懸念される。また、経済的、社会的及び文化的権利に関する国

際規約（社会権規約）において付されていた「無償教育の漸進的な導入」に関す

る留保を撤回されたが、その趣旨に沿って、国際的にも遜色のない就学条件を整

えられるよう、更なる教育費負担軽減策が必要である。 

 

○ こうした諸情勢の中、わが国において、高等教育機関への進学希望者が安心して

高等教育を受けることができるようにするための公財政支出、国公私立といった

設置形態の別にかかわらず、どの高等教育機関で学習する場合にも、国の内外か

ら信頼される教育が受けられるような欧米並みの教育環境整備を政府が支援する

必要がある。具体的には、①私学振興助成法に基づき基盤的経費である私立大学

等経常費補助の２分の１助成の早期実現、②国公私立大学に共通する教育費につ

いて公財政支出の公平性を実現する高等教育政策のパラダイムシフトの実現など、

こうした国私間の格差是正こそが、わが国の教育研究等の活性化と新たな社会の

担い手の着実な増加へとつながっていくものである。 

 

以 上 
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（３）社会的視点 ····················································· 17 

 （ａ）日本社会の知的基盤を高める ··································· 17 

 （ｂ）高齢化社会に対応する体制を作ることに注力する ················· 17 

 （ｃ）グローバル化への対応を可能にする ····························· 18 

【提言４】 

アジア各国の大学で短期に学び合う仕組み（アジア版エラスムス計画）の構築が喫緊の

課題である。 

⇒ 大学の国際化、とくにアジア・環太平洋諸国との交流の推進 

 （ｄ）地域社会と中小企業を支える人材を供給する ····················· 18 

 （ｅ）日本文化を発展させる母体となる ······························· 19 

 （ｆ）スポーツの振興の中核となる ··································· 19 

 

（４）私立大学における学術研究の特徴 ································· 19 

 

３．私立大学の経営問題 ···············································  20 

（１）私立大学の質保証 ··············································· 20 

【提言５】 

私立大学は、建学の理念に基づいたディプロマ、カリキュラム、アドミッションにかか

る三つのポリシーを明確にし、三つのポリシーに則した教育活動の実践状況に対する不断

の自己点検と自己評価を重ねるとともに、その内容を公的に明らかにすると同時に、認証

評価等による外部評価を通じて、公共財としての私立大学の価値を明確にする。私立大学

の多様性を担保して特色ある教育の質向上を一層図るためには、一層の国費負担が不可欠

である。 

⇒ 建学の理念の具現と特色ある教育研究の質的充実の強力なる推進 

8



 

（２）学生確保の問題点 ··············································· 21 

 

（３）学生の就職問題 ················································· 22 

【提言６】 

学生の就職・採用活動の早期化・長期化により、学生には時間的余裕の喪失、精神的不

安・金銭的負担の増大、地域間・性差間・大学間の格差を、企業には業績結果に基づいた

採用計画が未確定なままでの見切り採用、採用活動の長期化に伴うコストの増大、ミスマ

ッチを原因とした離職を、大学には教育の空洞化、学生の職業観・勤労観の未涵養、多様

で個性ある教育展開の困難性などを惹き起こしている。こうした学生、企業、大学のそれ

ぞれにとっての疲弊、不安、コスト増、修学・教育の空洞化といった “わが国の国力低

下”という負のスパイラルをも惹き起こしている。 

こうした状況は大学等の高等教育の空洞化を惹き起こし、次代を担う能力を備えた人材

の育成を著しく困難としており、今後もこのような営みを積み重ねるならば、将来におい

て国力を損なう結果をもたらすことは避けられず、学生の健全な修学環境を保障するため

の就職・採用活動の早期化・長期化の是正が不可欠である。 

⇒ 学生の健全な修学環境の保障、就職・採用活動の早期化・長期化是正 

 

（４）高等教育に対する公財政支出 ····································· 23 

【提言７】 

高等教育機関における教育面の国費負担は、将来にわたってわが国を支える若い世代を

中心とした人材養成という社会保障的側面を有し、研究者養成と研究面の国費負担は、わ

が国の国力の維持・発展という安全保障的側面を有し、国家にとってのインフラである。

国家を形成するのは人であり、国家を支えるのは人材であり、政府には未来を志向した国

家戦略を実現するための人材育成戦略に基づいた高等教育への国費負担のあり方を決すべ

きである。 

現状では教育への財政支出は先進国で最低水準である。高等教育への投資規模はＧＤＰ

に対する比率を指標とし、現行の２倍（１％）を目指すべきである。 

⇒ 高等教育への投資規模（公財政教育費支出）を対ＧＤＰ比１％の早期実現 

 

【提言８】 

教育基本法及び学校教育法に基づき設置される学校（大学）は、国立、公立や私立とい

った設置形態を問わず、「公の性質を有する」公共財である。 

価値観が多様化した現代社会にあって、「日本にしかできない何か」の再構築は、多様

で重層化した大学教育を実践する私立大学なくして実現は不可能である。 

国あるいは地方の予算は従来の国公私の枠組みでなく、社会的人材の要求、個人の経済

力などの観点から、最適に配分されるべきであり、政府は、学生一人当たり国費負担の格

差の是正と平準化に向けた方策として、①従来の機関補助とともに、学生一人ひとりを対

象とした個人補助との組み合わせに基づいた国費負担のあり方、②私立大学等経常費補助

金の「交付金化」、③社会人学生の教育費にかかる税制上の優遇措置の実現を図るべきで

ある。 

⇒ 教育無格差立国の実現（国費負担にかかる国立大学・私立大学間の 

格差是正を含む） 

⇒ 教育費負担の格差是正（大学教育費の家計負担割合の公正化の実現） 

⇒ 私立大学等経常費補助金補助率２分の１の速やかな実現 

（私立大学総経常経費（平成21年度：２兆9,691億円）の２分の１ 

助成の年次計画（５年）による完全実現 
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序 

わが国は“島国”という地理的特徴を生かして発展してきたが、いまはグローバ

ルでボーダレスな国際化と、他国に類のない急速な少子高齢化の進展の波にさらされ

ている。また、1990年代前半のバブルの崩壊を転機として “失われた10年”の停滞

が始まり、さらに“失われた30年”に続くのではないかと懸念されている。 

そして、平成23年３月11日に東北地方及び関東地方を襲った東日本大震災がもた

らした災害は、わが国のみならず、地球的規模の危機である。この危機を乗り切り、

その復興と再生を遂げるためには、連帯や支え合いを基盤とする新しいコンセプトに

基づく21世紀社会の再構築が求められている。未曽有の大災害に直面してもなお、被

災者をはじめとする人々が見せる規律や他者への信頼・思いやりの精神は、永く日本

で築かれてきた伝統であり、この形成は真に日本の教育がなし遂げてきた貴重な財産

である。この文化と社会の力をさらに強めて、目下の国家的、地球的規模の危機を乗

り越え、難局を打破するためには、「日本にしかできないことを追究する」ことが不

可欠であり、その鍵は教育以外にはない。 

大学コミュニティは「ハードからソフトへ」という時代の潮流を踏まえながら、高

度な文化と人類社会の必要とする独創的な社会システムや科学技術を生み出して、グ

ローバルな問題ともなりつつある少子高齢化とあわせて国際化に立ち向かう原動力と

なるべきである。その基本は「人材力」の育成である。小資源国のわが国であればな

おのこと、他国に比して一人ひとりの人間力を高めなければならない。 

私立大学はこれまで、各大学の建学の理念に基づき、人文・社会科学分野はもち

ろん理工学、医学、歯学、薬学及び芸術、福祉、スポーツなど広範な学問分野で教育

の大半を担い、個性ある教育研究活動を展開し、活力溢れた多様な人材をこれまで輩

出し続けてきた。また、時代変化の潮流や社会的ニーズを踏まえ、環境科学、生命医

学、社会福祉、防災をはじめ、人類が抱えるさまざまな課題に先見性と先進性をもっ

て立ち向かっていくための学問体系の確立を試み、教育研究組織を構築してきた。そ

うした先見性と先進性を可能にしてきた柔軟性と多様性は、私立大学の最大の特徴で

あり、私立大学なくしてわが国の高等教育は成り立ち得ない。 

私立大学は高度な知識基盤社会を支え、地域社会に貢献する幅広い世代の人材育成

と、自立過程にある若者に対する社会人としての素養の涵養を通じて、今回の大災害

からの復興と人類の持続的発展を支えるという重大な責務を果たさなくてはならない。 

本稿は、以上の私立大学としての信念と志のもと、その公共性、自主性、多様性を

担保するための諸方策を以下に提言するものである。 

 

11



 

１．はじめに 

（１）現代社会における高等教育の必要性 

【提言１】 

小資源国家のわが国にあっては、“人材力”こそが国力の源泉である。他国に

類のない少子高齢社会の急速な進展に対処するには、一人ひとりの人材力に負う

ところが極めて大きい。国力、すなわち全国民の人材力の源泉である教育の最終

段階を担う高等教育機関の量と質の充実は不可欠であって、大学が現在の水準と

システムにとどまっていたのでは、わが国の未来はない。 

今日、大学への扉は、一部のエリートのためだけに開かれたものではない。一

定の学力を有し、志のある者はだれもが、いつでもアクセスすることのできる環

境整備を図る必要がある。 

⇒ 新時代を拓く原動力として国民の大多数が必要に応じて学ぶ 

新しい高等教育システムの構築と計画的環境整備の推進 

 

幅広い教養を持ち社会の多様な変化に対応して“自らが考え行動する”ことの

できる人材の育成、高い付加価値を生む科学研究を推進する研究者の養成は、世

代を超えて学問を追究する大学及び実社会と大学の連携を通じてのみ完遂される。

外交・防衛や社会保障などの国家的問題とともに、わが国経済の成長・発展の重

要な担い手となる若い世代の育成と同時に、今を支える中高年の世代も共に現代

に必要な学問を学んで創造的に働くことを可能にしなければならない。 

様々な世代への高等教育のさらなる普及は、国家戦略上においても枢要な課題

である。現在の高等教育は、昔のように一部のエリートのためだけに開かれたも

のではないし、高等学校に続く４年間の教育で済むものでもない。一定の学力を

有するだれもが、自らの志と必要性に応じて、いつでもアクセスすることのでき

る環境整備が不可欠である。 

大学卒業者の産業部門別分布は、製造業等からサービス業へ大幅にシフトしつ

つある。全体的にも、少子高齢社会の進展に伴う就業人口動態の変化、国境を越

えたボーダレス化等、わが国の産業構造や社会動向が大きく変化している。この

変化に対処して国を支えるのは、人材力以外はない。高等教育機関の質と量をさ

らに高めなくては、わが国の未来はない。 

 

（２）国公私立大学の位置付け 

わが国の大学の起源は、古くは天智天皇の時代の唐制にならって設立された大

学寮であると言われている。また、江戸時代に各藩及び徳川幕府を担う人材の養

成機関として設置された各藩校及び昌平黌は士分以上の身分を有する者のみが入

学を許されたが、そうした時代にあっても日常生活における特技、知識、作法の
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伝授を求める庶民階級からの教育に対する願いが強く、それに応える形で私塾が

誕生した。 

そして、明治維新後のわが国において、民間の有志が各種分野にわたる専門塾

を設置し、民間の向学の士を自由に教育し、官学に欠けている語学や実務能力、

家政学、実学的専門学を伝授する私塾的専門学校が相次いで創設された。この私

学校とも言うべき専門学校が今日の私立大学の礎である。 

国公立大学が、国家や地方自治体にとって枢要な人材を養成するという官の意

向に基づく、いわばエリートのための機関であるのに対し、私立大学は、民のニ

ーズに基づき、私人の寄附財産等により設立された財団法人に端を発した機関で

ある。 

しかしながら、現在は、学校教育法の定める大学設置基準等は国公私立大学に

同様に適用されるものであり、とりわけ、平成18年に「教育基本法」が改正され

私立大学の公的位置づけはより明確なものとなった。 

ところが、今も国公私の設立に由来する公費の負担の違いは、昔のままに存続

している。私立大学が学部生の８割を担うようになると、大学教育の政策はここ

を中心に展開せざるを得ない。私立大学と国公立大学の役割分担と連携協力のシ

ステムを再構築して、公的負担のあり方を検討すべきときである。 

 

（３）私立大学の果たすべき機能 

【提言２】 

「日本にしかできない何か」を創り出し、多様化した価値観に基づいたイノベ

ーションを生むためには、教育の「多様性」と「重層性」が担保されていなけれ

ばならない。 

大学の機能別分化とそれに伴う教育の質保証は、「これからの産業と地域社会

に適応し得る全国民の育成」を目的とした教育の「多様性」と、必要と志に応じ

て学べる「重層性」を前提とした制度設計がなされなければならない。 

⇒ 教育の「多様性」と「重層性」の担保 

 

高等教育機関の位置づけがユニバーサル化し、高等教育の主要機能は、「エリ

ート・支配階級の精神や能力の形成」から「高度産業社会に適応し得る全国民の

育成」へと変わった。学部学生の約８割を私立大学が担っているということは、

私立大学が日本社会の人材育成について基本的な責任を負っているということで

ある。グローバル社会、少子高齢社会、地方の地域社会において、「日本にしか

できない何か」を創造して、豊かな日本社会を実現するには、多様な価値観から

発する科学的な発想が必要である。 

私立大学には、世界のトップレベルを目指す総合大学もあれば、地方の基本的
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な人材供給機関もあり、多様なニーズに応えている。 

したがって、大学の機能別分化とそれに伴う教育の質保証を進めるに当たって

は、「産業社会と地域社会に適応し得る全国民の育成」を目的とした教育の「多

様性」と年齢にかかわらず必要な教育を受けられる生涯学習環境をつくる「重層

性」を前提とした制度設計がなされるべきである。 

 

（４）初等、中等教育との関係 

国際的な教育の質保証の動きに対応するためには、まず入り口である入学者選

抜の段階において学力の担保がなされる必要がある。高等学校・大学における教

育の質保証、生徒・学生の学習意欲の増進のためには、高等学校における必修・

選択科目の設定を含めたカリキュラム及び学習指導要領や、大学の入学に必要な

学力をはじめとする要件を明確に示し、高等学校と大学が協調してそのレベルを

上げる必要がある。大学の入学試験については多くの検討がなされているにもか

かわらず、改善は進んでいない。とくに、多くの私立大学が非学力入試に向かっ

たことによって、高等学校における学習指導に不都合な影響を生じた点は大きな

反省点である。 

 

（５）私立大学の経営 

私立大学の財政を概観すると、法人部門、附属病院及び研究所等を除いた大学

部門の収入の８割弱が学生等からの納付金であり、公的支援は10％程度である。

一方の支出については、教育研究活動を直接的に支える人件費によって５割強が

占められており、私立大学の財政構造は極めて非弾力的なものとなっている。 

また、過去５年間、各大学で主に教学改革や施設改善のために、経常的経費が

約１割増加している。私立大学等経常費補助金が極めて微増にとどまるなか、私

立大学は自助努力によって、人件費の伸び率を抑制して、教育研究経費の増加に

努めている。しかし、全私立大学の40％程度は帰属収支差額がマイナスであって、

依然として国際水準や国公立大学に比べて劣っており、教員対学生比などの教学

条件を改善できない。学生納付金を現在以上に増額することが困難ななか、根本

的問題に直面している。 

また、平成22年度全大学の入学定員充足率は108.48％であるが、個々には入学

定員充足率が100％未満の私立大学の数は569校中217校と、全体の38.1％となって

いて、学生確保上の差は極めて大きい。 

 

２．私立大学の役割 

（１）私立大学が高等教育の基盤を担う 

世の中で現在、活躍中のシニア層が大学生の頃は、大学進学率は30％以下の時
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代である。したがって、現在のシニア層が育った時代と大学の状況が全く異なる

ことは当然である。つまり、社会の10％程度のエリート層を大学が育てていた時

代は、組織をマネジメントする指導者層は、行政とあまり多くはない大企業に所

属し、残りは戸毎の農業や中小企業が大部分であった。やがて産業構造は変化し

て高等学校の進学率が上がり、平均所得が増大、ホワイト・カラーの割合が増す

にしたがって、今度は大学進学率が一挙に増大した。現在、その８割を担ってい

るのが私立大学であり、国公立大学だけではこの要求を全く満たすことができな

い。 

したがって、私立大学は日本社会の持つ文化、学術、地域性などの多様性に十

分対応して、日本社会の将来を予測し、それに必要な人材を育てなければならな

い。とりわけ、少子高齢化、地域社会の再構築、グローバル化への対応は切実な

課題である。問題は、急速に多くの学生を受け入れるようになった私立大学が、

まだ十分にこの役割を果たせていないことである。原因は、第一に、私立大学は

公的な位置づけが弱いうえに、社会的認知が高まらないために、結局、公的支援

を受けられていないことがあげられる。第二は、私立大学は規模はもちろんのこ

と、極めて多様であるために、それぞれが個性的であることはよいとしても、全

体的にレベル向上の協力がなされてこなかった。第三は、私立大学のマネジメン

トが、古い伝統校ではとくに著しいが、国立大学に近い教授会中心の方法から進

化せず、教員の意識も依然として各自の研究を中心とする傾向が大きい。したが

って、私立大学は組織的強さが不足で、各大学のガバナンスも不足で、ミッショ

ン達成や地域社会をリードする役割を発揮できていない。約220万人の学生を受容

する私立大学を構成している約22.4万人の教職員は、21世紀の知識情報社会とし

て日本社会を高度化するためのそれぞれの大学の役割を果たせるシステムを構築

しなければならない。 

私立大学はこれまで、以下のような広範な分野の高等教育を担って、新時代を

切り拓く原動力を果たしてきた。これらの内容は、国公立大学と重なる部分もあ

るが、主として私立大学が中心に担っている分野が多い。 

①高度な知識基盤社会を支えるための多様性を持った高等教育の場 

②自立過程にある若者に対する社会人としての素養の涵養と個人の人生の満足度

を高めるための出発点 

③グローバリゼーションに対応する国力向上のための多様で活力ある原動力の源

泉 

④地域社会に貢献する人材育成と学生を原動力とした地域社会の発展の核 

⑤地域社会における生涯学習の場と知的コミュニティの創造 

⑥男女共同参画社会の実現を目指す人材の育成 

⑦日本の文化・芸術の発展とスポーツの振興の中核 

そうした役割を遂行し続けていくためにも、私立大学は個々の大学の教育目標
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を実現し、社会の負託に応えるべく、充実した教育を実践し続けていかなくては

ならない。その意味では、国の政策も私立大学が競争的資金を国公立大学と同じ

スタートラインに立って競い合うというような方法ではなく、国公私立大学がそ

れぞれに機能を発揮し得る教育プログラムを構築し、実践できるようにしていく

ことが求められている。 

 

（２）国の高等教育システムと国公私立大学の役割 

【提言３】 

これまでの国公立大学が果たしてきたといわれている知識・技術の創造拠点、

中核人材の養成拠点及び教育機会均等の保障といった三つの役割は、私立大学を

中心に役割を編制し直すことによって私立大学がその大部分を担うことができ

る。私立大学と社会の密な連携による人材育成体制をつくり、さらに特徴のある

高度な私立大学の発展を促せば、公平・公正で効果的な国費の活用を図ることが

できる。 

よって、国立大学は、独立行政法人通則法の趣旨に照らして、その精査と説明

責任を果たすことが必要不可欠である。国立大学は、直接実施する必要のないも

の、民間で実施できるもの、独占的に行う必要がないもの、学部教育並びに専門

職大学院の一部については、その事業から撤退するとともに、一定の国費の投入

による国立大学でなければ担うことのできない分野の大学院レベルの教育と大規

模な学術研究や科学技術を中心とする基礎及び開発研究へ特化すべきである。 

⇒ 国公立大学システムの検証と 

私立大学を中心とする総合的大学政策の確立 

 

わが国の大学は、法律に定められた法人である学校法人が設置する私立大学の

ほか、国が設置する国立大学、地方公共団体が設置する公立大学及び株式会社が

設置する株式会社立大学が存在する。しかし、私立大学は大学数においても、学

部学生数においても約８割を占めており、わが国の大学教育が私立大学をなくし

て成り立ち得ないことは明白である。 

これまでの国公立大学が果たしてきたとされる知識・技術の創造拠点、中核人

材の養成拠点及び教育機会均等の保証といった三つの役割の多くの部分は、私立

大学という「民間の力」の活用と、国私間格差を是正した公平・公正な国費負担

の実現によって可能である。多額の国費が投下されている国立大学は、①国自ら

主体となって直接に実施する必要があるか、②民間の主体に委ねた場合に必ずし

も実施されないおそれがあるか、③独占的に行うことで効率的かつ効果的に行う

ことができる分野か、といった独立行政法人通則法の趣旨に照らして、それを精

査し、国は説明責任を果たすことが必要不可欠である。直接実施する必要のない
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もの、民間で十分に実施できるもの、独占的に行う必要がないもの、多くの学問

分野における学部教育並びに専門職大学院の一部については、その事業から撤退

して、一定の国費の投入による国立大学でなければ担うことのできない分野の大

学院レベルの教育と大規模な学術研究の拠点、とりわけ科学技術研究の中核とし

て重点化すべきである。 

 

（３）社会的視点 

 （a）日本社会の知的基盤を高める 

現代社会は、あらゆる意味で根本から変化が起こりつつある。そしてそれぞれ

の国も地域も人々も対応を迫られているという自覚を持ちながら、それをなんと

か過去との連続性を保ち、既得権を守りつつ移行しようとする必死の努力を続け

ている。しかし、今は新しい改革が不可欠なときである。そこには、創造という

魅力的な挑戦とともに、少なからぬ破壊や矛盾が生ずるのかもしれない。それを

推進できるのはやはり若い世代であり、異文化を持つ人材である。大学はそれら

をリードし、意欲的な若者がグローバルな環境で育つことで、初めて真のイノベ

ーションは起こる。 

日本は、これまでその知的基盤に影響を与えるほど海外から大量の知的労働力

を迎えてきていない。大学においても、留学生の数も、海外の大学と学生の交流

も期待するほどには増加していない。したがって日本の大学の課題は、自力でグ

ローバルなレベルでも地域レベルでもイノベーションを生む母体として、先頭に

立って機能しなければならないことである。まずは、国際化を進められる大学は、

海外大学との連携と留学生の受入などを一層活発化する。また、国内では、大学

自体が国や地域社会、そして産業と一体となって教育研究活動を行うことが重要

である。そして、学生たちの訓練も幅広い職業教育を含めて行われる必要がある。

現在のように18歳で入学して22歳で卒業して初めて社会に出るという大学と職業

を全く分断するのではなく、パートタイム、休学、留学を含めて社会的訓練と従

来からの大学における教育を同時に組み合わせて、あるいは時間的に交代して織

り重ねて「重層的」に行うことが大衆化した高等教育の方法として極めて重要で

ある。 

全国民がそれぞれの意欲と必要性に応じて、適切な教育や訓練を受けることを

可能にすることで、日本の知的基盤を基本から高めることができる。 

 

 （b）高齢化社会への対応と大震災に対する復興 

わが国の高齢化の進展は、極めて深刻、かつ、できるだけ早急な対応が迫られ

ている課題である。高齢化への対応は、単純な原理によって最適な解を導けるよ

うなものでなく、多様な視点に基づいた対応が求められる。 

国全体の統一的社会政策だけでなく、各地域毎にその状況に応じた取り組みが
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必要であるが、各地の大学の連合組織と行政の協力は重要である。大学のコンソ

ーシアムは教育面の協力だけでなく、地域社会の問題解決のリーダーとして役割

を果たさなければならない。 

今、差し迫っている東日本大震災に対する復興事業は、日本社会の再構築のま

たとない重要な機会であって、私立大学も総力をあげて参加すべき事業である。 

私立大学は教職員、学生や卒業生をはじめとする校友といった大規模な人的ネ

ットワークが構築され、人的ネットワークに基づいた多様な知的資産を有してい

る。高齢化したわが国社会の持続可能性を追求するには、生命医学・健康医療・

社会福祉といった分野をはじめ、私立大学の大規模な人的ネットワークと多様な

知的資産の活用が不可欠である。 

 

 （c）グローバル化への対応を可能にする 

【提言４】 

アジア各国の大学で短期に学び合う仕組み（アジア版エラスムス計画）の構築

が喫緊の課題である。 

⇒ 大学の国際化、とくにアジア・環太平洋諸国との交流の推進 

 

アジア地域は急速な近代化と18歳人口急増のなかで高等教育ニーズが急拡大し

ている。また、アジア太平洋地域の経済を中心とする密な連携関係が進行するな

かで、アジア太平洋地域の高等教育については、これまでの大学間交流などの枠

組みを超えて、地域協力及び統合の基礎となる教育研究体制、人材育成システム

の確立を目指す必要がある。日本がアジア地域で最も早く近代化した国として、

アジア地域全体の高等教育の発展に中心的役割を果たしていくことは、わが国の

国のあり方として重要という国民的合意が必要である。そのうえで、どの大学も

普通に留学生の友人がいる状態をつくり出し、わが国の人材養成の視点のみなら

ず、アジア太平洋地域や世界の人材養成を担うとの志をもって、学位取得型や交

換留学だけでなく、アジア太平洋地域各国の大学で短期に学び合う仕組み（アジ

ア版エラスムス計画）の構築が喫緊の課題である。 

また、留学生への教育や日本人学生の国際化教育については、動機づけや交流

プログラムのレベルではなく、カリキュラムの一部として組み込まれるべきであ

り、そのカリキュラムのグローバル化は不可欠である。 

 

 （d）地域社会と中小企業を支える人材を供給する 

大都市に基盤を置く大学は、大企業と同様に競争原理、市場原理によって、全

体が進んでいく可能性を持つが、小さな地域では社会との連携、協力なしに機能

できない。 
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私立大学はこれまでに培ってきた人的ネットワークと知的資産に代表される多

様で重層的な「民の知恵」を蓄積しており、わが国全体の国力の向上とともに、

疲弊が進んでいる地域社会においても、国公立大学及び行政、企業と共同して地

域社会の活性化と中小企業を支えるのに基盤となる人材を供給する。 

 

 （e）日本文化を発展させる母体となる 

私立大学が構築してきた多様で重層的な知的資産は、わが国の歴史や伝統に基

づいた文化の継承、さらには“クール・ジャパン”と呼ばれる現代の社会情勢を

反映したサブ・カルチャーの発信源として不可欠であり、私立大学は今後も日本

文化発展に寄与することができるであろう。 

 

 （f）スポーツの振興の中核となる 

わが国の私立大学における運動部等による学生スポーツが、純然たる大学教育

の一環としてなされていることは、諸外国に比して大きな特色といえよう。大学

教育の一環として培われてきた人的・物的資産は、わが国のスポーツ振興を支え

る社会的資産であり、今後のより一層の発展によって、わが国のスポーツの中核

拠点となってその振興に貢献していくことが期待される。 

 

（４）私立大学における学術研究の特徴 

少子高齢化が加速的に進展するなかで、わが国が今後においても国力の維持・

発展を遂げていくためには、活力に溢れた新しい多様な価値を創造できる「自立

した人材」が多く必要である。「人材」の育成には、社会基盤全体のレベルアッ

プを図る人材育成とともに、わが国の産業競争力を増すために科学技術の研究開

発を進める研究人材の育成が必要である。 

私立大学においても、有力な理工系を持つ総合大学及び単科大学が存在するが、

国立大学と私立大学の研究環境には大きな格差がある。この差は、一つは研究者

とそれを支援する支援者の人員の大きな差であり、もう一つは研究施設の差であ

る。この格差は結果として、競争的資金の獲得実績に直接的な影響をもたらして

いる。このことは、有力な国立総合大学は、理工、医学系が大きい部分を占めて

いるという事情によるところが多い。私立大学では、理工系の教育研究よりは、

社会科学・人文科学の比重が高い。しかも、従来の私立大学等に対する教育研究

装置・施設整備費補助事業は、２分の１あるいは３分の２補助であるうえに、そ

の内容が極めて不十分である。このことが、理工系に限らず私立大学における研

究環境改善を立ち遅らせる要因の一つとなっている。 

わが国の研究者の多くは私立大学に所属しており、高い研究実績を持つ者も多

いが、そのポテンシャルが十分に活用されていないのは、国家的損失と言えよう。

しかし現実は、それぞれの私立大学では、各分野の研究者の数は小さいので、研
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究拠点を形成することは一般には難しい。私立大学には国立大学に比べて圧倒的

に人文・社会科学分野の研究者が多いから、その研究コミュニティの力を大いに

利用すべきである。国の設定する研究拠点とネットワークを形成して、オールジ

ャパン体制を確立することによって、わが国の学術研究の国際的なプレゼンスの

向上が期待できる。私立大学と国立大学法人等との間で研究者を派遣、交換する

場合の処遇等のシステムを確立すべきである。 

また、基礎研究の新たな発展には一つの学術分野にとどまることなく複数の学

術分野に立脚した新たな学術分野や融合分野の開拓が必須である。今後の人類的

な課題解決に資する基礎研究には、人文・社会科学的課題との連携を行うことが

大切である。例えば、経済と環境の両立、自然共生・循環型社会の実現、脳科学

と人文科学の連携等が考えられ、複数の研究コミュニティ間の議論を積み重ねる

ことが必要である。このような新しい研究分野について、国立大学に限らず私立

大学に共同利用中核研究拠点を設置することができる。 

理工系人材育成の重要な供給源である大学院の一層の充実のためには、学部段

階、とくに初年次・低学年次における教育の充実が欠かせない。とくに、学生の

理工系離れが依然として危惧されるなか、理工系学部への進学希望者を将来にわ

たって、維持・拡充させていくためには、私立大学の理工系学部の強化が不可欠

である。今回の福島原子力発電所の事故の根本原因の一つは、日本の技術者のレ

ベルと層の弱体化であり、リスク・マネジメントなどの組織運営における技術者

の責任と役割の低下による。人社系に比べて理工・医学系等の人材育成には費用

を要するが、私立大学の理工系教育を充実することが効果的である。国立大学や

国の機関で行われる大規模な科学技術研究については、私立大学の大学院は共同

体制を組んで人材育成を行うべきである。 

また、日進月歩で高度化・専門化・複雑化・学際化する科学技術と、国民の科

学技術に対する理解との間に乖離が見られることから、18歳人口の過半が進学す

る大学・短大、とりわけ私立大学では、科学リテラシー教育や倫理、さらにはレ

ギュラトリーサイエンスなどの教育の促進が図られるべきである。 

 

３．私立大学の経営問題 

（１）私立大学の質保証 

【提言５】 

私立大学は、建学の理念に基づいたディプロマ、カリキュラム、アドミッショ

ンにかかる三つのポリシーを明確にし、三つのポリシーに則した教育活動の実践

状況に対する不断の自己点検と自己評価を重ねるとともに、その内容を公的に明

らかにすると同時に、認証評価等による外部評価を通じて、公共財としての私立

大学の価値を明確にする。私立大学の多様性を担保して特色ある教育の質向上を
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一層図るためには、一層の国費負担が不可欠である。 

⇒ 建学の理念の具現と特色ある教育研究の質的充実の強力なる推進 

 

これまで個々の私立大学が建学の理念に基づいた特色ある教育を行い、その質

の向上を図り続けてきたことで、大学教育の多様性を担保してきた。しかし、現

在、私立大学は大学学部生教育の中心となり、わが国の将来を担う人材育成の責

務を果たさなければならない。私立大学は、改めてこの公的な役割を明確にした

うえで、個々の大学における自主・自律性に基づいた教育研究を遂行する。それ

を支えるための国費負担が不可欠であるが、公的資金は、国公私立大学全体が最

も有効に機能するために投下されるべきである。 

私立大学は寄附行為に定める目的を達成するための手段として、個々に定める

ディプロマ、カリキュラム、アドミッションにかかる三つのポリシーを明確にし、

三つのポリシーに則した教育活動の実践状況に対する不断の自己点検・自己評価

と認証評価による外部評価を重ねると同時に、その内容を公に明らかにして私立

大学の公共財としての価値を明確にする。すなわち各大学の教育の質向上に向け

た取り組みをはじめとする教育方針や内容（教育情報）とともに、財務と経営

（財務・経営情報）にかかる情報の公表を通じて透明性を向上し、私立大学が自

らの説明責任を果たすことが不可欠である。情報の公開は広く社会に自らの存在

意義を証明することとなる。 

私立大学がそのミッションを遺憾なく実行できるためには、ガバナンスを確立

し、経営力を強化して、財務内容を改善することが望まれる。 

さらに、社会からの負託を受けた人材輩出機関としての私立大学には、自らの

内容を明らかにするだけでなく、そのアウトカム評価を卒業生を受け取る社会と

ともに行う必要がある。アドミッションポリシーの設定に際しては、大学入学資

格の一環としての学力水準等の維持も検討されるべきであり、その具体的方策と

しての高等教育と初等・中等教育の接続・連携のあり方が検討されるべきである。 

 

（２）学生確保の問題点 

18歳人口の急激な減少に伴う受験者の減少により、一般入試を含む大学入試全

体のハードルが下がり、日本の大学は入り易く、また出るのも容易であると考え

られている。実際、大学の増加により、大学全入が現実のものとなり、急速に大

学生の質の変化が起こり、いわゆる大学生の学力低下が顕著である。あるいは、

いわゆる「ゆとり教育」の影響もあって、大学入学者の学力が大きく低下したと

もいわれ、結果として十分な基礎学力すら備わらない学生を受け入れる事態とな

っている。 

これらの事態に対し各大学は、導入教育、リメディアル教育等、様々な方策を

とっている。まずは、入学者選抜において学力担保がなされることも重要である
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が、大学が大衆化した現在、根本から各大学の役割、目標を見直して、私立大学

の受容する学生たちに真に社会が必要とする実力をつけることが求められている。 

教育にかかわるすべての方針は、各大学の建学の理念、また各大学が個性化を

志向するなかで作られた人材育成目標に従って策定されるべきものである。すな

わち、当該大学にふさわしい入学者像が定められ、大学全体の「入学者の受け入

れ方針」が公表される必要があり、総合大学あるいは複数の学部・学科・課程等

を擁する大学にあっては、学部・学科・課程等ごとに教育目的、内容と関連づけ

た「入学者の受け入れ方針」が提示されなければならない。 

 

（３）学生の就職問題 

【提言６】 

学生の就職・採用活動の早期化・長期化により、学生には時間的余裕の喪失、

精神的不安・金銭的負担の増大、地域間・性差間・大学間の格差を、企業には業

績結果に基づいた採用計画が未確定なままでの見切り採用、採用活動の長期化に

伴うコストの増大、ミスマッチを原因とした離職を、大学には教育の空洞化、学

生の職業観・勤労観の未涵養、多様で個性ある教育展開の困難性などを惹き起こ

している。こうした学生、企業、大学のそれぞれにとっての疲弊、不安、コスト

増、修学・教育の空洞化といった “わが国の国力低下”という負のスパイラルを

も惹き起こしている。 

こうした状況は大学等の高等教育の空洞化を惹き起こし、次代を担う能力を備

えた人材の育成を著しく困難としており、今後もこのような営みを積み重ねるな

らば、将来において国力を損なう結果をもたらすことは避けられず、学生の健全

な修学環境を保障するための就職・採用活動の早期化・長期化の是正が不可欠で

ある。 

⇒ 学生の健全な修学環境の保障、就職・採用活動の早期化・長期化是正 

 

大学では、個々の大学が定める人材養成の目的に基づき、その教育研究活動や

社会貢献活動を通じて、次代を担う人材の人格陶冶、学生の自己理解の深化や職

業観・勤労観の育成を図り、学生に高い学力と豊かな人間性を身につけさせたう

えで卒業生・修了生として社会に送り出すという、単に知識を与えるだけでなく、

じっくり時間をかけて行う教育も含めて、４年間の教育を体系的につくっている。 

しかし、学生の就職・採用活動の早期化・長期化により、学生には時間的余裕

の喪失、精神的不安・金銭的負担の増大、地域間・性差間・大学間の格差を、企

業には業績結果に基づいた採用計画が未確定なままでの見切り採用、採用活動の

長期化に伴うコストの増大、ミスマッチを原因とした離職を、大学には教育の空

洞化、学生の職業観・勤労観の未涵養、多様で個性ある教育展開の困難性などを
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惹き起こしている。こうした学生、企業、大学のそれぞれにとっての疲弊、不安、

コスト増、修学・教育の空洞化といった“三方三重苦”は、ひいては“わが国の

国力低下”という負のスパイラルをも惹き起こしている。また、経済環境の悪化

に伴い雇用意欲が低下する一方で、企業間においては、より優秀な学生を他社に

先んじて採用しようとする競争が激化し、その結果、大学等における教育の到達

点から見ると、明らかに未成熟な学生を早々と採用選考に駆り立て、学業に専念

することや海外留学等の幅広い体験をすることを妨げ、事実上学生から学ぶ機会

を奪う状況となっている。 

こうした状況は大学等の高等教育の空洞化を惹き起こし、次代を担う能力を備

えた人材の育成を著しく困難としており、今後もこのような営みを積み重ねるな

らば、将来において国力を損なう結果をもたらすことは避けられず、学生の健全

な修学環境を保障するための就職・採用活動の早期化・長期化の是正が不可欠で

ある。 

様々な社会的背景が要因となって、わが国の経済社会が構造的に大きく転換し、

その産業構造の変化に伴って組織や雇用のあり方、仕事の仕方は変化している。

しかしながら、教育基本法が教育の目的として掲げる「人格の完成をめざし、平

和的で民主的な国家及び社会の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健康

な国民の育成」を期して、「知的、道徳的及び応用的能力の展開」（学校教育

法）を目的とする大学教育の成果と、社会的要請との間にギャップが存在し、以

前には明確に存在した学力と社会人基礎力との相関関係が低下してきているとの

指摘がなされている。 

「一人ひとりの社会的・職業的自立に向けて必要な基盤となる能力や態度の涵

養」を為すキャリア教育やキャリア形成支援は、初等中等教育及び高等教育を通

じた教育課程全体を通して実践される必要がある。しかし、教育課程の最終段階

を担う大学は、わが国の人材育成に対する社会的なニーズの高まりと、大学そし

て大学人たる教職員の意識の間に大きなギャップがあるとの指摘を重く受け止め、

大学における社会的訓練の改革を進める必要がある。学生たちは、入学後の早い

時期から企業などの協力も受けて、実社会の訓練を受ける必要がある。その基礎

のうえで、学生たちは自分に適した職場を選び、企業とのマッチングも時間をか

けて行われることが好ましい。 

 

（４）高等教育に対する公財政支出 

【提言７】 

高等教育機関における教育面の国費負担は、将来にわたってわが国を支える若

い世代を中心とした人材養成という社会保障的側面を有し、研究者養成と研究面

の国費負担は、わが国の国力の維持・発展という安全保障的側面を有し、国家に

とってのインフラである。国家を形成するのは人であり、国家を支えるのは人材
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であり、政府には未来を志向した国家戦略を実現するための人材育成戦略に基づ

いた高等教育への国費負担のあり方を決すべきである。 

現状では教育への財政支出は先進国で最低水準である。高等教育への投資規模

はＧＤＰに対する比率を指標とし、現行の２倍（１％）を目指すべきである。 

⇒ 高等教育への投資規模（公財政教育費支出）を対ＧＤＰ比１％の早期実現 

 

わが国の大学への進学率は50％を超えている。このことは、わが国の国力を高

め競争力を保持するのに好ましいことである。しかし、この若者たちに十分な教

育を行えなければ、効果は期待できない。現在のわが国の教育への財政支出は、

先進国中で最低水準である。高等教育への投資規模をＧＤＰ比で現行の２倍の

１％として、他国並みの高等教育の質を達成すべきである。 

国家を形成するのは人であり、国家を支えるのは人材であり、政府には未来を

志向した国家戦略を実現するための人材育成戦略に基づいた高等教育への国費負

担のあり方を決すべきである。 

わが国の高等教育段階における国費負担の対ＧＤＰ比は0.5％にとどまり、その

順位はＯＥＣＤ加盟28か国中最下位である。また、高等教育段階における一般政

府総支出に占める公財政教育支出の割合は、ＯＥＣＤ27か国中26位である。わが

国は小資源国家であり、人材力こそが国力の源泉であるにもかかわらず、わが国

における教育投資及び公財政教育支出はＯＥＣＤ諸国に比べ低迷している。 

また、わが国では、教育機関に対する私費負担の割合が、ＯＥＣＤ加盟国中最

高水準であり、とくに家計負担の割合が高く、この傾向は、高等教育段階におい

てより顕著な形で表れている。さらに、大学型高等教育機関における授業料と学

生が受け取る公的補助との関係で各国を分類した場合、わが国は「授業料が高く、

学生支援体制が整備されていない国々」のグループに位置づけられる。 

具体的には、授業料が高い一方で、公的な貸与補助または奨学金／給与補助の

恩恵を受ける学生の割合が低い。これは高等教育に対する国費負担の脆弱性に起

因するものといえる。このような現状は、わが国の高等教育を安上がり、かつ、

重い受益者負担によって推進するものであり、わが国の人材養成を危うくし国際

競争力を減退させるものである。 

政権与党（民主党）の「マニフェスト2007」では、「教育への財政支出は先進

国で最低水準であることから、現行の５割増を目指す。」としたうえで、「2007

政策リスト300」において「教育予算の安定的確保のため、教育財政支出について

ＧＤＰに対する比率を指標とする。」としていたが、いまだその内容は実現して

いない。マニフェストに掲げた政策の早急な実現が図られるべきである。 

【提言８】 

教育基本法及び学校教育法に基づき設置される学校（大学）は、国立、公立や
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私立といった設置形態を問わず、「公の性質を有する」公共財である。 

価値観が多様化した現代社会にあって、「日本にしかできない何か」の再構築

は、多様で重層化した大学教育を実践する私立大学なくして実現は不可能であ

る。 

国あるいは地方の予算は従来の国公私の枠組みでなく、社会的人材の要求、個

人の経済力などの観点から、最適に配分されるべきであり、政府は、学生一人当

たり国費負担の格差の是正と平準化に向けた方策として、①従来の機関補助とと

もに、学生一人ひとりを対象とした個人補助との組み合わせに基づいた国費負担

のあり方、②私立大学等経常費補助金の「交付金化」、③社会人学生の教育費に

かかる税制上の優遇措置の実現を図るべきである。 

⇒ 教育無格差立国の実現（国費負担にかかる国立大学・私立大学間の 

格差是正を含む） 

⇒ 教育費負担の格差是正（大学教育費の家計負担割合の公正化の実現） 

⇒ 私立大学等経常費補助金補助率２分の１の速やかな実現 

（私立大学総経常経費（平成21年度：２兆9,691億円）の２分の１ 

助成の年次計画（５年）による完全実現 

 

教育基本法及び学校教育法に基づき設置される学校（大学）は、国立、公立や

私立といった設置形態を問わず、「公の性質を有する」公共財である。社会から

の負託を受け、いわば国からの委託を受けて実施される私立大学の教育研究活動

は極めて外部性（外部効果）が高く、国立大学のそれと何ら変わりない。むしろ

価値観が多様化した現代社会にあって、「日本にしかできない何か」の再構築は、

多様で重層化した大学教育を実践する私立大学なくして実現は不可能である。 

しかるに、「私立大学等の教育研究条件の維持向上」、「学生の修学上の経済

的負担の軽減」及び「私立大学等の経営の健全性向上」を目的とした私立大学等

経常費補助金については、私立学校振興助成法において「経常的経費の２分の１

以内を補助することができる」、同法制定時の参議院文教委員会附帯決議におい

て「できるだけ速やかに50％とするよう努める」とされているものの、その補助

率は1980年度に最高で29.5％に達したものの、その後、漸減して、現在は約11％

にとどまっている。 

その結果、経常費及び施設整備にかかる国費負担（補助金）の国私間格差は、

１大学当たり27.6倍、学生一人当たりでは13.5倍という格差になって表れるとと

もに、授業料減免制度の対象人数の差となって、如実に表れている。本来、大学

教育の基本部分にかかる学生一人当たりの国費は、学生が学ぶ大学の設置形態に

よる格差があってはならず、その是正と平準化が図られなければならない。 

国あるいは地方の予算は従来の国公私の枠組みでなく、社会的人材の要求、個

人の経済力などの観点から、最適に配分されるべきである。この格差是正と平準
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化に向けた方策として、①従来の機関補助とともに、学生一人ひとりを対象とし

た個人補助との組み合わせに基づいた国費負担のあり方、②私立大学等経常費補

助金の「交付金化」、③社会人学生の教育費にかかる税制上の優遇措置の実現が

図られるべきである。 

 

４．私立大学の21世紀の方策 

（１）私立大学は何をなすべきか 

今回の東日本大震災によって、日本社会の持つ強みと同時に大きな問題点も明

らかになった。中でも地域のリーダーや現場力の重要性は改めて強く指摘されて

いるが、このような社会の基本人材の育成こそ私立大学が担ってきたところであ

り、今回一層の改革をなさなければならない点である。 

人材が唯一の資源であるわが国が、災害を乗り越えて今後の成長、発展、変革

を遂げていくためには、１）高度な知識基盤社会を支えるための多様性を持った

高等教育の場、２）自立過程にある若者に対する社会人としての素養の涵養と個

人の人生の満足度を高めるための出発点、３）グローバリゼーションに対応する

国力向上のための多様で活力ある原動力の源泉、４）地域社会に貢献する人材育

成と学生を原動力とした地域社会の発展の核、５）地域社会における生涯学習の

場と知的コミュニティの創造、６）女性が共同参画でき、女性の能力が発揮され

る社会の実現を目指す人材の育成、７）日本の文化・芸術の発展とスポーツの振

興の中核といった役割を果たすことが私立大学には強く求められている。 

 

（２）大学間の連携及び大学と他の社会組織との新しい共同体制 

私立大学の経営環境が厳しさを増すなか、私立大学を設置する学校法人にあっ

ては、まず第一に理事会がその経営責任を果たさなければならない。学校法人自

らが「強み」と「弱み」を明確に自覚したうえで、活路を切り開くための将来計

画を策定するなど積極的な経営戦略を展開することである。第二は、他大学との

戦略的アライアンス（業務提携、連携）を展開することである。 

近年、国立大学と私立大学、私立大学相互など複数の大学や大学院が連携して

新たな教学分野を創造するなど、教育研究の高度化と地域貢献を結合した取り組

みが進んでいる。各地の適切な大学間連携は、その地域の特性や存在する大学の

特徴に依存する。したがって、地域毎の内容や方法は異なるものとなるであろう

が、一つのイメージとして、道州あるいは県単位などで、その地域の中核となり

得る大学を中心にコンソーシアムを形成して、行政及び企業と連携した教育シス

テムを構築する。 

この連携の目的は、単に教育面で各大学の強みを互いに活用して弱みを補完す

るだけでなく、各地域社会の協力も得て、社会的訓練や職業的訓練を施す。大学

26



 

を中核とする人間集団が、これまでの日本社会の良さの上にグローバルに競争力

のある知的情報基盤社会を構築するとともに、少子高齢化に対応できる社会シス

テム、本格的な男女共同参画社会の推進に努める。 

このために、国と地方政府は、国公私立大学に必要な経費配分を行う。 

アメリカのコミュニティカレッジを参考にして、短期大学、大学、地域社会の

三者が連携体制を組むことができれば、教育研究面での多様な連携の可能性の追

求、当該地域社会における人材養成ニーズへの貢献、あるいは財政上の経費削減

など、それぞれにメリットがある取り組みが考えられる。とりわけ、産業界や地

域が連携して実践的な人材育成が求められるなかで、大学院・大学・短期大学・

高等専門学校など地域に存在する教育機関が、自治体や産業界と連携して地域の

特性に応じた地域の活性化や人材育成を進めるなど、地域に貢献することが課題

となろう。 

具体的には、学部レベルではこれまでのカリキュラムに様々な実社会経験及び

職業的訓練を大きく加えて、地域社会の再構築への参加を促す。大学院レベルで

は、地域社会の各セクターと具体的に連携して、地域の諸課題に取り組むことと

する。 

このような連携によって、大学相互が地域行政や地域市民と多様な協力・連携

を強化する過程で切磋琢磨することとなり、大学の活性化に結びつくであろうし、

その地区から大学進学適齢人口の流出を減少させることにも期待できる。 

やがて、道州単位で、このような取り組みが進むこと（教育道州制）は、新し

い日本のシステムづくりに大きく貢献するであろう。 

このような方向性を持つ改革は、東日本を中心とする震災復興における新しい

社会設計のなかで実行されることが強く期待される。 

もう一つのイメージは、必ずしも地域に依存しない大学間の連携である。具体

的事例としては、１）地球温暖化や人口問題の解決方法を共同して研究する取り

組み、２）高い専門性を備えた教員養成や現役教員の再教育を行う連合教職大学

院の設置、３）困難に直面している教育現場を支援するため医学、心理、教育系

分野が融合した連合大学院の設置に向けた取り組み、４）宗教系大学の大学院が、

宗教や宗派の特色を生かした教育プログラムを展開し、プロフェッショナルな人

材育成を図る宗教系大学院連合の設立、５）複数の大学が企業や自治体と連携し

て社会人を対象に大学院並みの講座を開講する、６）医療や福祉分野のニーズに

応えて医学・薬学・看護・工学系が連携して教育研究の高度化を目指す取り組み、

７）主たる教育研究分野が異なる大学が連携することにより、教育研究面・教員

人材面・設備面などで相手の強みを活用することによって弱みを補完する連携な

どである。 

この二つのイメージの大学間連携のなかで、地方都市と大都市の大学にはそれ

ぞれの役割が明確になる。 
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（３）生涯学習社会の実現 

【提言９】 

生涯にわたって必要に応じて学習できる教育環境の実現は、私立大学こそが中

心的役割を果たすべきである。私立大学においては、18歳人口が減少するなか、

これまでの「大学＝18歳」という国際的には例の少ない日本型モデルを打破し

て、年齢には無関係に志と意欲のある学習者が満足できる教育、あるいは訓練プ

ログラムを提供することに事業を広げて、生涯学習社会及び社会連携教育を実現

する。 

⇒ 伝統的大学から生涯学習・社会連携教育型大学への転換 

 

今日の社会動向の変化を踏まえたとき、社会人教育の必要性の一層の高まりは

論をまたない。そうした生涯学習の一環としての社会人教育については、様々な

学問分野で、それぞれの多様性をもって教育研究事業の展開を通じて、社会の人

材ニーズをより把握し、対応している私立大学こそが中心的役割を果たすべきで

ある。私立大学においては、18歳人口が減少するなか、これまでの「大学＝18

歳」という非国際的な日本型モデルの打破が必要不可欠である。 

 

（４）男女共同参画社会の構築 

私立大学において近年顕著なこととして、女子学生の比率が高くなったことが

あげられる。もちろん、このことは、女性の大学進学率が男性のそれに徐々に近

づきつつあることから、国公私立大学共通のことになってきている。そして、女

子学生の大学生活に対する積極性、活発性は多くの大学において指摘されている。

問題は、女子学生が活発に活動する大学に比べて、一般社会や企業における男性

中心の社会運営があまりにも極端に違うことである。これは、過去が社会運営は

男性中心であったことから、当然のように続いているが、現在の大学の雰囲気が

そのまま今後に波及していくならば、真に男女共同参画社会はごく当然なことで

ある。今後の、私立大学の大いに意識すべきこととして、将来の男女共同参画社

会の構築について研究し、その実現を目指して教育を行うべきであるということ

が重大な点となる。女性の労働力を有効に活かすだけでなく少子化に対する対策

が重要である。 
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おわりに 

【提言 10】 

東日本大震災の復興事業のなかでも、私立大学は本稿で示した社会の再構築を

一つの先行モデルとして実行すべきである。 

 

世界のグローバル化、ボーダレス化の潮流によって惹き起こされる諸課題への取

り組みを通じ、この地球社会をより持続可能性の高い社会へと形成していくためには、

将来にわたってわが国を支える若い世代を中心とした人材養成という「社会保障」と、

様々な分野における研究力の向上という「安全保障」を担う高等教育機関は、極めて

重要な社会基盤の形成を担っており、国家にとってのインフラである。 

わが国の高等教育の基盤を担う私立大学のあり方の検討に当たっては、過去を振

り返り、現在を検証し、将来を見据えた国公立大学のあり方との統合的な検証が必要

不可欠となっている。 

私立大学がこれまで蓄積してきた知的・人的資産は、私立大学を媒介とする人々

の協調行動の活発化を通じて、社会の効率性の向上に大きく寄与してきた。その意味

では、社会の信頼関係、規範、ネットワークといった社会の中核となるいわばソーシ

ャル・キャピタルであり、将来においても信頼、規範、ネットワークの構築を担い続

ける極めて高いポテンシャルを有している。わが国が東日本大震災という国家的、地

球的危機を長期的な視点に立って乗り越え、わが国の復興と再生に当たっても、全国

各地に所在する602校の私立大学が持つ経済効果及び雇用効果とともに、教職員や学

生が有する人材力や人的ネットワークを大いに活用すべきである。 

 私立大学関係者は、私立大学が過去、現在にわたって果たしてきた役割を振り返り

つつ、その信念と志を再確認するとともに、知的基盤の形成、高齢化及びグローバリ

ゼーションがもたらす社会動向への対応、地域社会や中小企業を支える人材の供給、

日本文化の発展、文化・芸術・スポーツの振興、学術研究の推進を柱とする将来にお

けるその責務に思いを新たにして、その公共性、自主性、多様性の担保に努め続ける

ことを宣するとともに、その実現に必要不可欠な社会からの理解と支援を広く祈念し

て、本稿の「おわりに」に代えるが、引き続き全私立大学は、ここで示した提言につ

いてアクションプランを示し、実行に進めたい。 
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私立大学２１世紀委員会の設置について 

平成２２年１０月 

１．背景 

 わが国の持続的発展や世界で活躍できる人財育成の観点から、将来における高

等教育の果たすべき役割や使命についての検討が不可欠である。 

その過程において、わが国の高等教育政策は、私立大学が量的にその中心を担

い、歴史的にも極めて重要な役割を果たしている現実を踏まえ、高等教育の全体

像及び公正な高等教育政策の確立が急務である。 

多様で特色ある教育を担う私立大学が、次世代の日本社会を構築する中核人財

をいかに育成するのかを基幹とする高等教育政策のパラダイムシフトを実現すべ

き時が到来している。 

 

２．設置目的 

 上記の背景を踏まえ、国公私立大学が共存するわが国の高等教育の再構築のた

めに、多様で特色ある教育を担う私立大学が、次世代の日本社会を構築する中核

人財をいかに育成するのかを基幹とする高等教育政策のパラダイムシフト実現に

向け、国、地方公共団体並びに関係方面への提言・要望をとりまとめることを目

的として、日本私立大学団体連合会のもとに標記委員会を設ける。 

 

３．検討事項 

（１）高等教育において私立大学が担う現状と期待される役割 

 ・社会のニーズに対応した多様な学部教育は、本来は私立大学の役割など 

（２）国立大学の役割の明確化と国費投入の有意性と優位性の再検証 

 ・国立が主体となるべき領域や分野を精査・限定など 

（３）未来社会を担う人財育成のための国費投入のあり方 

 ・高等教育費の国民負担は国家未来の社会的コストなど 

（４）地域活性化のための国費投入のあり方 

 ・各地域における国公立との戦略的な連携など 

（５）高等教育費における国費負担のあり方 

 ・「教育」にかかる経費の国費負担は国公私立で同一条件など 

（６）その他、目的を達成するために必要な事項 

 

４．委員構成 

 構成三団体から派遣された委員をもって構成する。 

・日本私立大学連盟 ３～４人 

・日本私立大学協会 ３～４人 

・日本私立大学振興協会 １～２人 

 

５．任期（期間） 

  平成２２年１１月から任務終了まで 
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検 討 経 過 

 

 

第１回委員会 

平成２２年１１月２６日（金） 

○委員長の選出 

○今後の高等教育政策（特に私立大学振興策）について 

 

第２回委員会 

平成２２年１２月１６日（木） 

○今後の高等教育政策（特に私立大学振興策）について 

○今後の予定等について 

 

第３回委員会 

平成２３年１月１４日（金） 

○わが国の持続的発展を支える２１世紀の私立大学（論点整理）について 

○今後の予定等について 

 

第４回委員会 

平成２３年２月２２日（火） 

○委員会報告のとりまとめについて 

○今後の予定等について 

 

第５回委員会 

平成２３年４月１４日（木） 

○委員会報告のとりまとめについて 

○今後の予定等について 

 

◆連合会第６８回総会（平成２３年６月３日）において最終とりまとめ。 
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日本私立大学団体連合会 

私立大学21世紀委員会 

 

 

委員長 白 井 克 彦 早 稲 田 大 学 学事顧問 

委 員 大 沼   淳 文化学園大学 理事長・学長 

 金 子 朝 子 昭和女子大学 副学長 

 川 口 清 史 立 命 館 総長・大学長 

 北 元 喜 朗 北 陸 大 学 理事長 

 黒 田 壽 二 金沢工業大学 学園長・総長 

 佐 藤 東洋士 桜 美 林 大 学 理事長・学長 

 柴   忠 義 北 里 大 学 理事長・学長 

 清 家   篤 慶 應 義 塾 塾長 

 納 谷 廣 美 明 治 大 学 大学長 
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2121世紀社会の持続的発展を支える私立大学世紀社会の持続的発展を支える私立大学
ー「教育立国」日本の再構築のためにーー「教育立国」日本の再構築のためにー

【【資資 料料 編編】】

知識基盤社会を支える私立大学10の提言

【【提言１提言１】】新時代を拓く原動力として国民の大多数が必要に応じて学ぶ新しい高等新時代を拓く原動力として国民の大多数が必要に応じて学ぶ新しい高等
教育システムの構築と計画的環境整備の推進教育システムの構築と計画的環境整備の推進

【【提言２提言２】】教育の「多様性」と「重層性」の担保教育の「多様性」と「重層性」の担保

【【提言３提言３】】国公立大学システムの検証と私立大学を中心とする総合的大学政策の確国公立大学システムの検証と私立大学を中心とする総合的大学政策の確
立立

【【提言４提言４】】大学の国際化、とくにアジア・環太平洋諸国との交流の推進大学の国際化、とくにアジア・環太平洋諸国との交流の推進

【【提言５提言５】】建学の精神の具現と特色ある教育研究の質的充実の強力なる推進建学の精神の具現と特色ある教育研究の質的充実の強力なる推進

【【提言６提言６】】学生の健全な就学環境の保障、就職・採用活動の早期化・長期化是正学生の健全な就学環境の保障、就職・採用活動の早期化・長期化是正

【【提言７提言７】】高等教育への投資規模（公財政教育費支出）を対高等教育への投資規模（公財政教育費支出）を対GDPGDP比１％の早期実現比１％の早期実現

【【提言８提言８】】教育無格差立国の実現、教育費負担の格差是正、私立大学等経常費補助教育無格差立国の実現、教育費負担の格差是正、私立大学等経常費補助
金補助率２分の１の速やかな実現金補助率２分の１の速やかな実現

【【提言９提言９】】伝統的大学から生涯学習・社会連携教育型大学への転換伝統的大学から生涯学習・社会連携教育型大学への転換

【【提言１０提言１０】】東日本大震災からの復興における社会の再構築モデルとして実行東日本大震災からの復興における社会の再構築モデルとして実行

1
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１０の提言相関図１０の提言相関図

• 21世紀社会の持続的発展を支える私立大学

A大学

（地域振興）

B大学

（グローバル）

C大学

（スポーツ）
D大学

（専門職）

多様な教育を行う多様な教育を行う
私立大学私立大学【【提言２提言２】】

新しい高等教育システ新しい高等教育システ
ム構築ム構築【【提言１提言１】】

国立大学・公立大学
の検証の検証【【提言３提言３】】

教育費負担の教育費負担の

格差是正格差是正【【提言８提言８】】

18歳

高等教育への高等教育への

投資拡大投資拡大【【提言７提言７】】

生涯学習・社会連携教育生涯学習・社会連携教育

型大学への転換型大学への転換【【提言９提言９】】 教職員

建学の精神の具現・建学の精神の具現・
質的充実質的充実【【提言５提言５】】採用の早期化・採用の早期化・

長期化是正長期化是正【【提言６提言６】】

社会人等

シニア

社会・産業界

国際化国際化

【【提言４提言４】】

政府

復興における社会復興における社会
再構築モデル再構築モデル【【提言１０提言１０】】

東日本大震災

国公立大学

2

【提言１提言１】】新時代を拓く原動力として国民の大多数が必要に応じて学新時代を拓く原動力として国民の大多数が必要に応じて学
ぶ新しい高等教育システムの構築と計画的環境整備の推進ぶ新しい高等教育システムの構築と計画的環境整備の推進

• 大学への扉は、一部のエリートのためだけに開かれたものではなく
なった。一定の学力を有し、志のある者は誰もが、いつでもアクセ
スすることのできる環境整備が必要。

主要国における人口100万人当たりの専攻分野別修士号取得者（2005年）

（出典）博士号取得者数については，文部科学省「教育指標の国際比較」（平成20，21年版），及び人口については，
OECD“Main Science and Technology Indicators Vol 2009／2 ”を基に文部科学省にて作成

大学・短大進学率の推移

（出典）文部科学省「学校基本調査」
国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」より

作成

3
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【【提言２提言２】】教育の「多様性」と「重層性」の担保教育の「多様性」と「重層性」の担保

• 教育の多様化は進んでいるが、社会人等の入学といった「重層性」
は進んでいない。「これからの産業と地域社会に適応し得る全国民
の育成」を行うためには更なる多様化と一層の重層化が必須。

【出典】文部科学省「大学一覧」「短期大学一覧」

4

【【提言２提言２--①①】】教育の「多様性」と「重層性」の担保教育の「多様性」と「重層性」の担保

• 教育の多様化は進んでいるが、社会人等の入学といった「重層性」
は進んでいない。「これからの産業と地域社会に適応し得る全国民
の育成」を行うためには更なる多様化と一層の重層化が必須。
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通学：入学者数

通信（放送大学を除く）：入学者数

放送大学：入学者数

入学者全体に占める社会人割合

通学：入学者全体に占める社会人の割合

社会人入学者数の推移

※ 「社会人」とは、当該年度の５月１日において、給与、賃金、報酬、その他の経常的な収入を目的とする仕事についている者（企業等を退職した者，及び主婦などを含む）。

※ 通学の社会人入学者は、「国公私立大学入学者選抜実施状況」の「社会人特別入学者選抜による入学者数」を引用。

※ 通信及び放送大学の社会人入学者は推計である（「学校基本調査報告書（高等教育機関編）」をもとに，通信制学生のうち職についている学生の割合から按分）。

（出典）文部科学省「学校基本調査」
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【【提言３提言３】】国公立大学システムの検証と私立大学を中心とする総合的国公立大学システムの検証と私立大学を中心とする総合的
大学政策の確立大学政策の確立

• 今日、私立大学は大学数・学部学生数において約８割を担っている。
国公立大学は、直接実施する必要のないもの、民間で実施できるも
のについてはその事業から撤退し、私立大学に任せるべき。

大学の学生数の推移

出典：学校基本調査

6

【【提言４提言４】】大学の国際化、特にアジア・環太平洋諸国との交流の推進大学の国際化、特にアジア・環太平洋諸国との交流の推進

• アジアから欧米への留学生の流れを欧米・アジアからアジアへと変
える。アジア版エラスムス計画の構築が喫緊の課題。

注：2万人以上のみ表示した。
資料：OECD“Online Education Database”を基に文部科学省作成
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【【提言５提言５】】建学の精神の具現と特色ある教育研究の質的充実の強力建学の精神の具現と特色ある教育研究の質的充実の強力
なる推進なる推進

• 私立大学の多様性を担保して特色ある教育の質向上を一層図るため
には、一層の国費負担が不可欠。

多様な価値追求の私立大学の「質の向上」に向けた取り組み

事務局作成(2008)

多峰型の活力ある大学が
２１世紀の日本を創造する原動力 建学の理念（精神）

今日の地球社会を救うことができる
根本思想は自主独立の私学精神

教育課程編成・実施方針
（カリキュラム・ポリシー）

入学者受入れ方針
（アドミッション・ポリシー）

卒業認定・学位授与方針
（ディプロマ・ポリシー）

教職員の数と質の
確保・充実が前提

質の向上システム

（教育改善）

教員・職員の職能開発

（支援体制の整備等）

〔改革の取組み〕
･推薦・ＡＯ入試における学力担保
・入学初期段階の基礎教育の導入

⇒補習（リメディァル）教育、
初年次教育の充実等

・入試問題作成の合理化
・教育内容に関わる高大連携
・入試情報の積極的な公開

〔改革の取組み〕
・社会の要請に応じた教育内容の改善

･シラバスの充実
・セメスター制の実質化

・単位制度の実質化
⇒アサインメント（宿題等）による教

室外学習の励行
・教育目標に沿った教育方法の開発
・教育方針・目標の積極的な公開

〔改革の取組み〕
･厳格な成績評価と学力を確認する仕組

みの確立
⇒定期的な学習成果の測定・評価
⇒ＧＰＡ制度の導入・積極的運用

・卒業資格認定の厳格化
⇒卒業時の学力達成度試験

・学生による学習成果の管理・点検
・教育方法に準じた評価法の開発

基盤的経費に対する財政支援
（私大等経常費補助金）の拡充が不可欠

（特に「一般補助」の拡充）

〔改革の取組み〕
・社会を含む多様な指導体制の導入

・ＦＤの実施・促進
・ＳＤの実施・促進

・授業改善に向けた支援体制の整備
・教員人事の教育面における業績評価の重視

〔改革の取組み〕
･学生による授業評価の積極的導入

とフィードバック体制の構築
・自己点検・評価の確実な実施・公開

・学内保証体制の構築
⇒ＦＤセンター、教育開発センター

等の設置等
・教育研究情報の大学間の公開と

相互チェック 8

【【提言５提言５--①①】】教育の質の向上のために国立並みに教育の質の向上のために国立並みにSTST比を！比を！

• 私立大学のST比は低下傾向。しかし、一層の教育の質の向上には国
立並みのST比にする必要がある。そのためには機関補助が不可欠。

ST比（学部学生数／専任教員数）の推移

出典：私学高等教育研究叢書『私学高等教育データブック』(2005)
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【【提言６提言６】】学生の健全な就学環境の保障、就職・採用活動の早期化・学生の健全な就学環境の保障、就職・採用活動の早期化・
長期化是正長期化是正

• 学生の就職・採用活動の早期化・長期化により、学生には時間的余
裕の喪失、精神的不安・金銭的負担の増大などを惹き起こしている。
こうした修学・教育の空洞化はわが国の国力低下をもたらす。就
職・採用活動の早期化・長期化是正が不可欠。

就職・採用活動が学事日程に支障をきたした主な理
由について（昨年と比較して）

出典：文部科学省「平成20年度学生の就職・採用活動に関する調査結果の概要」

具体的な支障事項について（5年前と比較して）（複数回答）

10

【【提言７提言７】】高等教育への投資規模（公財政教育費支出）を対高等教育への投資規模（公財政教育費支出）を対GDPGDP比比
１％の早期実現１％の早期実現

• 現状では高等教育への財政支出は先進国で最低水準である。高等教
育への投資規模はGDPに対する比率を指標とし、現行の２倍（1%）
を目指すべき。

出典：『図表でみる教育 OECDインディケータ（2008年版）』

教育支出（全体）の成長率（1995-2006）

OECD「図表でみる教育2009」
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【【提言８提言８】】教育無格差立国の実現、教育費負担の格差是正、私立大学教育無格差立国の実現、教育費負担の格差是正、私立大学
等経常費補助金補助率２分の１の速やかな実現等経常費補助金補助率２分の１の速やかな実現

• 世界的に見ても、日本の私費負担率は高い。政府は学生一人当り国
費負担の格差是正と平準化に向け、従来の機関補助に加えて個人補
助を組み合わせる、私立大学等経常費補助金の「交付金化」、社会
人学生の教育費に掛かる税制上の優遇措置の実現を図るべき。
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学生一人当たりの公財政支出教育費（高等教育）

（出典）文部科学省「教育指標の国際比較」（平成21年版）等をもとに作成。
（備考）「日本（私立）」、「日本（国立）」及び「日本（全体）」は、「平成20年度文部科学省一般会計予算」及び「平成20年度学校基本調査」をもとに算出。

一校当たりの公費（税金）投入額の格差 （平成20年度）

12

【【提言８提言８--①①】】私立大学の財政構造と課題私立大学の財政構造と課題

• 収入では、学生等納付金の割合が8割近くに増加している一方、補助金割合が1割程
度にまで減少しており、家計負担依存が上昇。支出では、教育研究活動への支出が
大幅に増加していることから、収入に占める支出全体の割合も増加している。収入
と支出の差が縮小しており、校舎の老朽化・耐震化に伴う建替資金の蓄積が課題。

学校法人の帰属収入の構成割合 帰属収入に対する支出の構成割合

出典：日本私立学校振興・共済事業団「今日の私学財政」大学部門（消費収支計算書）より
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【【提言８提言８--②②】】私立大学等経常費補助金補助率２分の１の速やかな実現方策私立大学等経常費補助金補助率２分の１の速やかな実現方策

• 私立の教育にかかる学生一人当たり費用の国費負担を国立と同程度

• （約6,000億円）とし、その２分の１を補助するとした場合、私立の学生
数は国立の約３倍であることから、約6,000億円の増額が必要。

• 私立への国費負担（必要額）

6,000億円×3倍×1/2 = 9,000億円

• 私立への国費負担（増額分）

9,000億円 – 3,209億円 = 約6,000億円

14

【【提言９提言９】】伝統的大学から生涯学習・社会連携教育型大学への転換伝統的大学から生涯学習・社会連携教育型大学への転換

• これまでの「大学＝１８歳」という国際的には例の少ない日本型モ
デルを打破して、年齢には無関係に志と意欲のある学習者が満足で
きる教育、あるいは訓練プログラムを提供することに事業を拡充。

大学型高等教育機関への25歳以上（社会人）の入学者の割合

（出典）OECD教育データベース（2007年）。ただし，日本の数値については，「学校基本調査」及び文部科学省調べによる社会人入学生数
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大学が地域の復興センターとなり、地域の魅力の
再生に直結する専門性を提供することにより復興を実現

【【提言１０提言１０】】東日本大震災からの復興における社会の再構築のモデル東日本大震災からの復興における社会の再構築のモデル
として実行として実行

地域振興・共創に向けて活躍する私立大学の取組事例（震災復旧・復興の一部）

石巻専修大学

いわき明星大学 八戸工業大学

市の復興計画検討会議の座長に藤田学長大学の専門性に応じて復興に貢献できるプ
ロジェクトを市の復興プランに盛り込む

市と災害協定を締結。復興に専門性を生かした支援。

仙台学長会議

村井県知事に星宮学長（仙台学長会議代表）が
復興の在り方についての提言書を提出。

出典：東北学院大学ホームページ

16

教育・研究に教育・研究に
関わるもの関わるもの

それ以外それ以外

学生、教員、職員の学生、教員、職員の
個人レベルの取組個人レベルの取組

大学としての組織大学としての組織
レベルの取組レベルの取組

●被災地の学生受入●被災地の学生受入

●医療者の派遣（医療系大学）●医療者の派遣（医療系大学）

●物資輸送●物資輸送

●募金・義援金活動●募金・義援金活動

●被災者の図書館利用●被災者の図書館利用

●災害・医療等専門家としての●災害・医療等専門家としての
情報サイトの構築情報サイトの構築

●被災地の学生に●被災地の学生にeeラーニングを開放ラーニングを開放

●学生の現地ボランティア●学生の現地ボランティア

○学生個人の○学生個人の
労働ボランティア等労働ボランティア等

○サービスラーニングなど大学教育○サービスラーニングなど大学教育
と連動した学生ボランティアと連動した学生ボランティア

●専門家として被災地で調査活動●専門家として被災地で調査活動

●研究試料（サンプル）等預かり●研究試料（サンプル）等預かり

●被災地研究者の研究支援●被災地研究者の研究支援

●チャリティコンサート●チャリティコンサート

●チャリティ学園祭●チャリティ学園祭

●被災地の復興支援●被災地の復興支援

●一般の被災者受け入れ●一般の被災者受け入れ
宿泊施設の提供宿泊施設の提供

●節電協力●節電協力

●ボランティアセンターの設置●ボランティアセンターの設置

○福祉・医療系学の○福祉・医療系学の
学生ボランティア学生ボランティア

●外国人向けの情報サイト構築●外国人向けの情報サイト構築

●放射線モニタリング●放射線モニタリング

○大学として○大学として○街頭などで○街頭などで

○被災地の子どもへの○被災地の子どもへの
学習ボランティアなど学習ボランティアなど

●新しい社会システム、●新しい社会システム、
都市設計の提案都市設計の提案

●ボランティアのために●ボランティアのために
現地までシャトルバスを運行現地までシャトルバスを運行

●募金付きの学食メニュー●募金付きの学食メニュー

【【提言１０提言１０--参考参考】】 現在取り組まれている大学の震災支援の取組マップ現在取り組まれている大学の震災支援の取組マップ
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くらしき作陽大
卒業生有志による「東北地方太平洋沖地震のチャリティー
コンサート」開催

摂南大 学生が募金活動

ルーテル学院大 「災害後の悲嘆の理解と対応」論文の日本語訳 千葉科学大 千葉県旭市へ救援ボランティア

茨城キリスト教大 震災関連ボランティア活動リストをウェブに掲載 専修大 災害救援ボランティア講座受講生が石巻へ

宇都宮共和大 観光地支援、鬼怒川温泉でに450人合宿 洗足学園大 後援演奏会 東日本大震災チャリティーコンサート

宇部フロンティア大
学生による災害支援ボランティア実行委員会(委員長 益
原幹人)が発足

早稲田大
早稲田レスキューによるボランティア派遣、「東日本大震
災復興支援室」設置

関西外国語大 他大の外国人留学生の緊急一時受け入れ 相模女子大 【ボランティア活動】キャンパス内で義援金の募金活動

関西学院大
記者会見 「東日本大震災を全国民の支援で乗り切るため
の方策について」

多摩美術大 被災地支援プロジェクト「簡易LED照明【ライトボタン】」

関西大 不用家電集め、避難者宅に提供 大阪経済法科大 学生団体が被災者救援募金活動を実施中

吉備国際大
東北地方太平洋沖地震被災者支援に関して高梁市と共
同発表

大手前大 卒業式における東日本大震災募金活動

宮城学院女子大 音楽科OG有志によるコンサート 大正大 被災した外国人とその支援者を支援

京都精華大
似顔絵を描いて得た代金を義援金にあてる募金活動 篠
原ユキオ教授

中国学園大 東日本大震災救援募金活動

近畿大
東日本大震災チャリティーコンサート～吹奏楽で広げよう
支援の輪

長崎総合科学大 東北地方太平洋沖地震災害支援募金

近大姫路大 チャリティーコンサート 長野大 「おらほねっと災害支援情報共有コミュ」を開設

駒沢大 チャリティコンサート、義援金募金 鶴見大 歯学部法医歯学教室のチームを被災地に派遣

慶應義塾大 気仙沼に慶應義塾救援医療医療団を派遣 東海大 Music Art Projectがチャリティーコンサート

工学院大
仮設でない永住の家を現地の木材で建設、家賃は自治体
に寄付

東京家政大
大生・入学予定者、卒業生とその家族で、 狭山校舎の一
部を避難所利用

広島経済大 仙台フィル・メンバーによる震災復興チャリティ・コンサート 東京基督教大
東日本大震災救援学園ボランティア・センターでの救援
活動

広島国際大 被災した在学生・家族に大研修施設（宿泊施設）等を開放 東京慈恵会医科大 被災者専用（無料）医療相談

甲南女子大 東日本大地震被災者のための救援募金活動 東京理科大 茨城県大子町の研修センターへの震災避難者受入れ

甲南大 被災地へ大学オリジナルノート送る 東北学院大 災害ボランティア・ステーションの設立

国際医療福祉大 ボランティアセンターが中心にボランティア活動 東北芸術工科大 スマイル・トレード１０％運動

国際基督教大
被災者／関係者の心の支援プログラム（無料相談）を実
施

東北公益文科大 避難者向け生活情報提供ボランティア

【【提言１０提言１０--参考参考】】 私立大学の震災支援の取組事例１私立大学の震災支援の取組事例１

6月1日現在 ウェブサイトから事務局作成
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桜美林大 被災した新入生・在籍学生に対する経済的支援 東北福祉大 学生によるボランティア用の送迎バス支援

札幌大
学生食堂で募金付きメニューの提供などを行う募金プロ
ジェクト「リムデイ１１」

東洋大 PPPスクールが震災対応プロジェクト

自治医科大 医師派遣、患者受入れなど 同志社大 被災聴覚障害学生を要約筆記で支援

鹿児島国際大 東日本大震災チャリティーコンサート 日本赤十字豊田看護大 学生が東北関東大震災義援金の募金活動

芝浦工業大
企業採用担当者に採用活動におけるいくつかの要請を発
表

日本福祉大 救援・支援活動募金のお願い

淑徳大
避難所でのランチサービス/隣接する大巌寺での被災者
受け入れ

白百合女子大 手と音でつなぐチャリティーコンサート

昭和女子大
福島県内の研修施設(会津キャンプ村)に約70名の被災
者が避難中

武蔵野美術大
武蔵美の学生の震災によるストレスへのメンタルケアに
学生相談室が対応

昭和大 高齢者に入浴サービス等医療救援隊が出動 福岡歯科大 「東北関東大震災」義援金募集

常磐大 被災地支援絵本プロジェクト、物資支援 法政大 学位記配布時に義援金呼びかけ

神戸学院大 傷んだ写真の復元サービス 北海道医療大
災害支援支援本部を立ち上げ・医療物資の提供・医療ス
タッフを派遣

神戸女学院大 東北地方太平洋沖地震被災地域大生の受け入れ 北里大 医療支援チームを派遣

神戸親和女子大
募金活動／遠征中だった東北福祉大ソフトボール部員を
一時受け入れ

麻布大 チャリティー乗馬会、ふれあい会開催

神田外語大 学生によるチャリティ・フリーマーケット 名古屋音楽大
仙台フィルハーモニー管弦楽団復興支援 チャリティーコ
ンサート

神奈川工科大 学生の車いす修理＆支援物資仕分けボランティア 名古屋学院大 ボラセンクラブが物資受付を計画中

仁愛大 福井駅構内にて物資募集、NPOと協力して輸送 名古屋商科大
「日本のためにできること―What we can do for Japan」
プロジェクトを立ち上げ

清泉女子大 被災された他大の学生を科目等履修生として受け入れ 名城大 卒業式で下山学長が大地震被災者支援を呼びかけ

清泉女子大 ラファエラアカデミア１日講座チャリティー 立命館大 「立命館大震災支援活動情報ネットワーク」設置

聖学院大 被災したキリスト教同盟校への救援物資配送 流通科学大 宮城県南三陸町に災害ミニFM局開設

聖隷クリストファー大 教員の義援金の協力を教授会で要請。義援金箱の設置。 龍谷大 学生が司会のテレビ番組で被災地を取り上げる

西九州大
卒業式で東日本大震災被災者への募金活動（大・短期大
部学友会）

麗澤大 被災地へ文科省を通じてLANケーブルを提供

石巻専修大 ボランティアセンターや石巻赤十字病院にも施設を提供 國學院大學
被災地域の大・短大に所属する学生・教職員の図書館利
用

【【提言１０提言１０--参考参考】】 私立大学の震災支援の取組事例２私立大学の震災支援の取組事例２

6月1日現在 ウェブサイトから事務局作成
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32校

23校

参考：地区別系統別私立大学学校数
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17%

6%

全国
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6%
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１１８校

4,000人未満（小規
模）

4,000人以上
10,000人未満（中規
模）

10,000人以上
（大規模）

81%

16%
3%

関東
（東京都を除く）

９８校

87%

13%

北海道

２３校（大規模校無し）
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参考：地域別・収容定員規模別私立大学数
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【出典】平成２２年度外国人留学生在籍状況調査結果（独立行政法人日本学生支援機構）
※平成２２年５月１日現在
※「留学生」とは、「出入国管理及び難民認定法」別表第１に定める「留学」の在留資格（いわゆる「留学ビザ」）に
より、我が国の大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）及び我が国の大学に入学
するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生。

上段：留学生数（人）

下段：全体に占める割合

参考：地域別留学生数
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【出典】平成22年度学校基本調査（初等中等教育機関・専修学校・各種学校）
※高校卒業者数は、平成22年３月の高等学校及び中等教育機関を卒業した人数。
※大学進学者数は、上記高校卒業者数のうち四年制大学に進学した人数。

47,324

90,280

224,674

97,482

204,002
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参考：地域別高校卒業者数・大学進学者数
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